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川崎市職員退職手当支給条例の一部を改正する条例新旧対照表 

 改正後 改正前 

○川崎市職員退職手当支給条例 ○川崎市職員退職手当支給条例 

昭和２３年１２月２８日条例第７３号 昭和２３年１２月２８日条例第７３号

（省略） （省略） 

（職員の定義） （職員の定義） 

第２条 この条例において「職員」とは、次に掲げる者をいう。 第２条 この条例において「職員」とは、次に掲げる者をいう。 

（１） 市長事務部局の職員 （１） 市長事務部局の職員 

（２） 本市が経営する地方公営企業の管理者（上下水道事業管理者及び

病院事業管理者を除く。）及び職員 

（２） 本市が経営する地方公営企業の管理者（上下水道事業管理者及び

病院事業管理者を除く。）及び職員 

（３） 監査委員の事務を補助する職員 （３） 監査委員の事務を補助する職員 

（４） 市議会の職員 （４） 市議会の職員 

（５） 選挙管理委員会の職員 （５） 選挙管理委員会の職員 

（６） 人事委員会の職員 （６） 人事委員会の職員 

（７） 教育委員会の職員 （７） 教育委員会の所管に属する市費支弁の職員 

（８） 農業委員会の職員 （８） 農業委員会の職員 

（９） 消防長及び消防職員 （９） 消防長及び消防職員 

（省略） （省略） 

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第８条 勤続期間１年以上で退職した職員であって、第１号に掲げる額が第

２号に掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を雇用保険法（昭和

４９年法律第１１６号）第１５条第１項に規定する受給資格者と、当該退

職した職員の勤続期間の年月数を同法第２２条第３項に規定する算定基礎

期間の年月数と、当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離

職の日と、同法第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当するもの

として市長が認める者（以下「特定退職者」という。）を同項に規定する

特定受給資格者とみなして同法第２０条第１項を適用した場合における同

項各号に掲げる受給資格者の区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期

第８条 勤続期間１年以上で退職した職員であって、第１号に掲げる額が第

２号に掲げる額に満たないものが、当該退職した職員を雇用保険法（昭和

４９年法律第１１６号）第１５条第１項に規定する受給資格者と、当該退

職した職員の勤続期間の年月数を同法第２２条第３項に規定する算定基礎

期間の年月数と、当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離

職の日と、同法第２３条第２項に規定する特定受給資格者に相当するもの

として市長が認める者（以下「特定退職者」という。）を同項に規定する

特定受給資格者とみなして同法第２０条第１項を適用した場合における同

項各号に掲げる受給資格者の区分に応じ、当該各号に定める期間（当該期
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 改正後 改正前 

間内に妊娠、出産、育児その他規則で定める理由により引き続き３０日以

上職業に就くことができない者が、規則で定めるところにより市長にその

旨を申し出た場合には、当該理由により職業に就くことができない日数を

加算するものとし、その加算された期間が４年を超えるときは、４年とす

る。次項において「支給期間」という。）内に失業している場合において、

第１号に規定する一般の退職手当等の額を第２号に規定する基本手当の日

額で除して得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に

等しい日数（以下「待期日数」という。）を超えて失業しているときは、

第１号に規定する一般の退職手当等のほか、その超える部分の失業の日に

つき第２号に規定する基本手当の日額に相当する金額を、退職手当として、

同法の規定による基本手当の支給の条件に従い支給する。ただし、同号に

規定する所定給付日数から待期日数を減じた日数分を超えては支給しな

い。 

間内に妊娠、出産、育児その他規則で定める理由により引き続き３０日以

上職業に就くことができない者が、規則で定めるところにより市長にその

旨を申し出た場合には、当該理由により職業に就くことができない日数を

加算するものとし、その加算された期間が４年を超えるときは、４年とす

る。次項において「支給期間」という。）内に失業している場合において、

第１号に規定する一般の退職手当等の額を第２号に規定する基本手当の日

額で除して得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てる。）に

等しい日数（以下「待期日数」という。）を超えて失業しているときは、

第１号に規定する一般の退職手当等のほか、その超える部分の失業の日に

つき第２号に規定する基本手当の日額に相当する金額を、退職手当として、

同法の規定による基本手当の支給の条件に従い支給する。ただし、同号に

規定する所定給付日数から待期日数を減じた日数分を超えては支給しな

い。 

（１） その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当等の額 （１） その者が既に支給を受けた当該退職に係る一般の退職手当等の額

（２） その者を雇用保険法第１５条第１項に規定する受給資格者と、そ

の者の職員としての勤続期間を同法第１７条第１項に規定する被保険者

期間と、当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日

と、その者の職員としての勤続期間の年月数を同法第２２条第３項に規

定する算定基礎期間の年月数とみなして同法の規定を適用した場合に、

同法第１６条の規定によりその者が支給を受けることができる基本手当

の日額にその者に係る同法第２２条第１項に規定する所定給付日数（以

下「所定給付日数」という。）を乗じて得た額 

（２） その者を雇用保険法第１５条第１項に規定する受給資格者と、そ

の者の職員としての勤続期間を同法第１７条第１項に規定する被保険者

期間と、当該退職の日を同法第２０条第１項第１号に規定する離職の日

と、その者の職員としての勤続期間の年月数を同法第２２条第３項に規

定する算定基礎期間の年月数とみなして同法の規定を適用した場合に、

同法第１６条の規定によりその者が支給を受けることができる基本手当

の日額にその者に係る同法第２２条第１項に規定する所定給付日数（以

下「所定給付日数」という。）を乗じて得た額 

２ 勤続期間１年以上（特定退職者にあっては、６月以上）で退職した職員

が支給期間内に失業している場合において、退職した者が一般の退職手当

等の支給を受けないときは、その失業の日につき前項第２号の規定の例に

よりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合にその者が支給を受け

ることができる基本手当の日額に相当する金額を、退職手当として、同法

の規定による基本手当の支給の条件に従い支給する。ただし、同号の規定

２ 勤続期間１年以上（特定退職者にあっては、６月以上）で退職した職員

が支給期間内に失業している場合において、退職した者が一般の退職手当

等の支給を受けないときは、その失業の日につき前項第２号の規定の例に

よりその者につき雇用保険法の規定を適用した場合にその者が支給を受け

ることができる基本手当の日額に相当する金額を、退職手当として、同法

の規定による基本手当の支給の条件に従い支給する。ただし、同号の規定
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 改正後 改正前 

の例によりその者につき同法の規定を適用した場合におけるその者に係る

所定給付日数に相当する日数分を超えては支給しない。 

の例によりその者につき同法の規定を適用した場合におけるその者に係る

所定給付日数に相当する日数分を超えては支給しない。 

３ 前項の規定を適用する場合において、その者の職員としての勤続期間が

１年未満である職員であって、当該勤続期間に係る職員となった日前１年

の期間内に職員であったことがある者（以下この項において「旧職員」と

いう。）については、当該勤続期間に、旧職員としての勤続期間（当該旧

職員としての勤続期間に係る退職手当の支給を受けた場合には、当該退職

手当の支給に係る退職の日以前の期間を除く。）を加えた期間をもって職

員としての勤続期間とする。 

３ 前項の規定を適用する場合において、その者の職員としての勤続期間が

１年未満である職員であって、当該勤続期間に係る職員となった日前１年

の期間内に職員であったことがある者（以下この項において「旧職員」と

いう。）については、当該勤続期間に、旧職員としての勤続期間（当該旧

職員としての勤続期間に係る退職手当の支給を受けた場合には、当該退職

手当の支給に係る退職の日以前の期間を除く。）を加えた期間をもって職

員としての勤続期間とする。 

４ 第１項又は第２項に規定する場合のほか、これらの規定による退職手当

の支給を受ける者に対しては、次に掲げる場合には、雇用保険法第２４条

から第２８条までの規定による基本手当の支給の例により、当該基本手当

の支給の条件に従い、第１項又は第２項の退職手当を支給することができ

る。 

４ 第１項又は第２項に規定する場合のほか、これらの規定による退職手当

の支給を受ける者に対しては、次に掲げる場合には、雇用保険法第２４条

から第２８条までの規定による基本手当の支給の例により、当該基本手当

の支給の条件に従い、第１項又は第２項の退職手当を支給することができ

る。 

（１） その者が公共職業安定所長の指示した雇用保険法第２４条第１項

に規定する公共職業訓練等を受ける場合 

（１） その者が公共職業安定所長の指示した雇用保険法第２４条第１項

に規定する公共職業訓練等を受ける場合 

（２） 厚生労働大臣が雇用保険法第２５条第１項の規定による措置を決

定した場合 

（２） 厚生労働大臣が雇用保険法第２５条第１項の規定による措置を決

定した場合 

（３） 厚生労働大臣が雇用保険法第２７条第１項の規定による措置を決

定した場合 

（３） 厚生労働大臣が雇用保険法第２７条第１項の規定による措置を決

定した場合 

５ 第１項、第２項及び前項に定めるもののほか、第１項又は第２項の規定

による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規定に該当す

るものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、雇用保険法の規定

による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又は求

職活動支援費の支給の条件に従い、退職手当として、支給する。 

５ 第１項、第２項及び前項に定めるもののほか、第１項又は第２項の規定

による退職手当の支給を受けることができる者で次の各号の規定に該当す

るものに対しては、それぞれ当該各号に掲げる金額を、雇用保険法の規定

による技能習得手当、寄宿手当、傷病手当、就業促進手当、移転費又は広

域求職活動費の支給の条件に従い、退職手当として、支給する。 

（１） 公共職業安定所長の指示した雇用保険法第３６条に規定する公共

職業訓練等を受けている者 同条第４項に規定する技能習得手当の額に

相当する金額 

（１） 公共職業安定所長の指示した雇用保険法第３６条に規定する公共

職業訓練等を受けている者 同条第４項に規定する技能習得手当の額に

相当する金額 
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 改正後 改正前 

（２） 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その者により生計

を維持されている同居の親族（届出をしていないが、事実上その者と婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。）と別居して寄宿する者 雇用保

険法第３６条第４項に規定する寄宿手当の額に相当する金額 

（２） 前号に規定する公共職業訓練等を受けるため、その者により生計

を維持されている同居の親族（届出をしていないが、事実上その者と婚

姻関係と同様の事情にある者を含む。）と別居して寄宿する者 雇用保

険法第３６条第４項に規定する寄宿手当の額に相当する金額 

（３） 退職後公共職業安定所に出頭し求職の申込みをした後において、

疾病又は負傷のために職業に就くことができない者 雇用保険法第３７

条第３項に規定する傷病手当の日額に相当する金額 

（３） 退職後公共職業安定所に出頭し求職の申込みをした後において、

疾病又は負傷のために職業に就くことができない者 雇用保険法第３７

条第３項に規定する傷病手当の日額に相当する金額 

（４） 職業に就いたもの 雇用保険法第５６条の３第３項に規定する就

業促進手当の額に相当する金額 

（４） 職業に就いたもの 雇用保険法第５６条の３第３項に規定する就

業促進手当の額に相当する金額 

（５） 公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定所

長の指示した雇用保険法第５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受

けるため、その住所又は居所を変更する者 同条第２項に規定する移転

費の額に相当する金額 

（５） 公共職業安定所の紹介した職業に就くため、又は公共職業安定所

長の指示した雇用保険法第５８条第１項に規定する公共職業訓練等を受

けるため、その住所又は居所を変更する者 同条第２項に規定する移転

費の額に相当する金額 

（６） 求職活動に伴い雇用保険法第５９条第１項各号のいずれかに該当

する行為をする者 同条第２項に規定する求職活動支援費の額に相当す

る金額 

（６） 公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をす

る者 雇用保険法第５９条第２項に規定する広域求職活動費の額に相当

する金額 

６ 前項第３号に掲げる退職手当は、所定給付日数から待期日数及び第１項

又は第２項の規定による退職手当の支給を受けた日数を控除した日数を超

えては支給しない。 

６ 前項第３号に掲げる退職手当は、所定給付日数から待期日数及び第１項

又は第２項の規定による退職手当の支給を受けた日数を控除した日数を超

えては支給しない。 

７ 第５項第３号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第２項

又は第５項の規定の適用については、当該支給があった金額に相当する日

数分の第１項又は第２項の規定による退職手当の支給があったものとみな

す。 

７ 第５項第３号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第２項

又は第５項の規定の適用については、当該支給があった金額に相当する日

数分の第１項又は第２項の規定による退職手当の支給があったものとみな

す。 

８ 第５項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第２項

又は第５項の規定の適用については、次の各号に掲げる退職手当ごとに、

当該各号に定める日数分の第１項又は第２項の規定による退職手当の支給

があったものとみなす。 

８ 第５項第４号に掲げる退職手当の支給があったときは、第１項、第２項

又は第５項の規定の適用については、次の各号に掲げる退職手当ごとに、

当該各号に定める日数分の第１項又は第２項の規定による退職手当の支給

があったものとみなす。 

（１） 雇用保険法第５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業 （１） 雇用保険法第５６条の３第１項第１号イに該当する者に係る就業
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 改正後 改正前 

促進手当に相当する退職手当 当該退職手当の支給を受けた日数に相当

する日数 

促進手当に相当する退職手当 当該退職手当の支給を受けた日数に相当

する日数 

（２） 雇用保険法第５６条の３第１項第１号ロに該当する者に係る就業

促進手当に相当する退職手当 当該就業促進手当について同条第５項の

規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する日数 

（２） 雇用保険法第５６条の３第１項第１号ロに該当する者に係る就業

促進手当に相当する退職手当 当該就業促進手当について同条第５項の

規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する日数 

９ 偽りその他不正の行為によって第１項、第２項、第４項及び第５項の規

定による退職手当の支給を受けた者がある場合には、雇用保険法第１０条

の４の例による。 

９ 偽りその他不正の行為によって第１項、第２項、第４項及び第５項の規

定による退職手当の支給を受けた者がある場合には、雇用保険法第１０条

の４の例による。 

１０ 本条の規定による退職手当は、雇用保険法の規定によりこれに相当す

る給付の支給を受ける者に対しては支給しない。 

１０ 本条の規定による退職手当は、雇用保険法の規定によりこれに相当す

る給付の支給を受ける者に対しては支給しない。 

（省略） （省略） 

附 則 附 則 

１ この条例は、公布の日から施行し、昭和２３年５月１日から適用する。１ この条例は、公布の日から施行し、昭和２３年５月１日から適用する。

２ 昭和２３年５月１日から昭和２３年６月３０日までに給与事由の生じた

者の第１０条に規定する俸給の額については号俸給にそれぞれ対応する別

表（１）の仮定俸給表による仮定俸給とする。 

２ 昭和２３年５月１日から昭和２３年６月３０日までに給与事由の生じた

者の第１０条に規定する俸給の額については号俸給にそれぞれ対応する別

表（１）の仮定俸給表による仮定俸給とする。 

３ 昭和２３年７月１日から同年１２月３１日までに給与事由の生じた者の

第１０条に規定する俸給の額については、号俸給にそれぞれ対応する別表

（２）の仮定俸給表による仮定俸給とする。 

３ 昭和２３年７月１日から同年１２月３１日までに給与事由の生じた者の

第１０条に規定する俸給の額については、号俸給にそれぞれ対応する別表

（２）の仮定俸給表による仮定俸給とする。 

４ 川崎市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例（昭和５８年川崎

市条例第１１号。以下「条例第１１号」という。）による改正後の川崎市

職員退職手当支給条例（以下「改正後の条例」という。）第１０条第２項

本文の規定に該当する職員のうち、教育公務員特例法（昭和２４年法律第

１号）の適用又は準用を受ける者で昭和４７年３月３０日に現に在職し、

同日においても同法の適用又は準用を受けていた者（同日以前に社会教育

主事であった者及び条例第１１号による改正前の川崎市職員退職手当支給

条例第９条の２第１項の規定に該当する者を除く。）の同日以前の在職期

間については、改正後の条例第１０条第２項ただし書の規定は、適用しな

４ 川崎市職員退職手当支給条例等の一部を改正する条例（昭和５８年川崎

市条例第１１号。以下「条例第１１号」という。）による改正後の川崎市

職員退職手当支給条例（以下「改正後の条例」という。）第１０条第２項

本文の規定に該当する職員のうち、教育公務員特例法（昭和２４年法律第

１号）の適用又は準用を受ける者で昭和４７年３月３０日に現に在職し、

同日においても同法の適用又は準用を受けていた者（同日以前に社会教育

主事であった者及び条例第１１号による改正前の川崎市職員退職手当支給

条例第９条の２第１項の規定に該当する者を除く。）の同日以前の在職期

間については、改正後の条例第１０条第２項ただし書の規定は、適用しな
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い。この場合において、改正後の条例第１０条の規定による在職期間を基

礎として計算された退職手当のうち同条第２項ただし書の規定による退職

手当に相当する給与の支給を受けているときは、当該給与の基礎となった

期間に対する改正後の条例第３条の規定の例により計算された退職手当の

額に相当する額を控除するものとする。 

い。この場合において、改正後の条例第１０条の規定による在職期間を基

礎として計算された退職手当のうち同条第２項ただし書の規定による退職

手当に相当する給与の支給を受けているときは、当該給与の基礎となった

期間に対する改正後の条例第３条の規定の例により計算された退職手当の

額に相当する額を控除するものとする。 

５ 退職した者の基礎在職期間中に給料月額の減額改定（平成１９年３月３

１日以前に行われた給料月額の減額改定で市長が定めるものを除く。）に

よりその者の給料月額が減額されたことがある場合において、その者の減

額後の給料月額が条例、規則その他の規程による額に達しない場合にその

差額に相当する額を支給することとする当該規程の適用を受けたことがあ

るときは、この条例の規定による給料月額には、当該差額に相当する額を

含まないものとする。ただし、第５条の５に規定する給料月額については、

この限りでない。 

 （県費負担教職員の給与負担等の移譲に伴う経過措置） 

５ 退職した者の基礎在職期間中に給料月額の減額改定（平成１９年３月３

１日以前に行われた給料月額の減額改定で市長が定めるものを除く。）に

よりその者の給料月額が減額されたことがある場合において、その者の減

額後の給料月額が条例、規則その他の規程による額に達しない場合にその

差額に相当する額を支給することとする当該規程の適用を受けたことがあ

るときは、この条例の規定による給料月額には、当該差額に相当する額を

含まないものとする。ただし、第５条の５に規定する給料月額については、

この限りでない。 

６ 平成２９年４月１日（以下「移譲日」という。）の前日において、学校

職員の給与等に関する条例（昭和３２年神奈川県条例第５６号。以下「県

給与条例」という。）の適用を受けていた職員で、地域の自主性及び自立

性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律

（平成２６年法律第５１号）第５条の規定の施行に伴い、引き続き川崎市

職員の給与に関する条例（昭和３２年川崎市条例第２９号。以下「市給与

条例」という。）の適用を受けることとなったもの（以下「旧県費負担教

職員」という。）が移譲日以後に退職した場合において、その者が移譲日

の前日に現に退職した理由と同一の理由により退職したものとし、かつ、

その者の同日までの勤続期間及び同日における給料月額を基礎として、同

日における職員の退職手当に関する条例（昭和２９年神奈川県条例第７号。

以下「県条例」という。）の規定により計算した退職手当の額が、この条

例の規定により計算した退職手当の額よりも多いときは、当該規定にかか

わらず、その多い額をもってその者に支給すべき当該規定による退職手当
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の額とする。 

７ 職員のうち、移譲日前に県条例第７条の５第４項の規定により退職手当

を支給されないで国等の職員となり、第１０条第２項の規定により、第５

条の２第２項第２号に掲げる期間が第１０条第１項に規定する職員として

の引き続いた在職期間に含まれる者であって、移譲日の前日が当該職員の

職員としての引き続いた在職期間に含まれる期間に含まれるものが、移譲

日以後に退職した場合において、その者が移譲日の前日に現に退職した理

由と同一の理由により職員として退職したものとし、かつ、その者の同日

までの勤続期間として取り扱われるべき期間及び同日において県給与条例

の規定により受けていた給料月額に相当する額として規則で定める額を基

礎として、同日における県条例の規定により計算した退職手当の額が、こ

の条例の規定により計算した退職手当の額より多いときは、当該規定にか

かわらず、その多い額をもってその者に支給すべき当該規定による退職手

当の額とする。 

８ 市給与条例附則第２６項から第２８項までの規定による職務の級及び号

給の切替えに伴う旧県費負担教職員の給料月額の減額は、この条例第５条

の２第１項に規定する給料月額の減額改定とみなして、同項の規定を適用

する。 

９ 職員のうち、移譲日前に県条例第７条の５第４項の規定により退職手当

を支給されないで国等の職員となったものの第１０条第２項の規定の適用

については、同項中「第２０条第２項」とあるのは「職員の退職手当に関

する条例（昭和２９年神奈川県条例第７号）第７条の５第４項」とする。

附則（平成２８年条例第  号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。ただし、第８条第５項

の改正規定及び次項の規定は、同年１月１日から施行する。 

（経過措置） 
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２ この条例による改正後の条例第８条第５項第６号の規定は、退職職員（退

職した川崎市職員退職手当支給条例第２条に規定する職員をいう。以下同

じ。）であって求職活動に伴い前項ただし書に規定する規定の施行の日以

後に同号に規定する行為（当該行為に関し、この条例による改正前の条例

（以下「旧条例」という。）第８条第５項第６号に掲げる退職手当が支給

されている場合における当該行為を除く。）をしたものについて適用し、

退職職員であって同日前に公共職業安定所の紹介により広範囲の地域にわ

たる求職活動をしたものに対する旧条例第８条第５項第６号に掲げる退職

手当の支給については、なお従前の例による。


